












The Influence of the Ramsar Convention on
Human Rights Treaties :




The Ramsar Convention not only has so far conserved wetlands, but has evaluated the in-
digenous people's culture related to wetlands. In this paper, I examine the resolutions and
recommendations of the Ramsar Convention in order to clarify how the conservation of indig-
enous people's culture under the Ramsar Convention influences the security of the indigenous
people's cultural rights under Human Rights Treaties. The examination shows that the former
is similar to the latter.
This paper concludes by arguing that the Ramsar Convention can play the role to
strengthen the security of the indigenous people's cultural rights and should be implemented
for the security of the Ainu people's cultural rights in Japan.
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Recommendation 3.3 on Wise use of wetlands, Annex: Definition of wise use.
9} Ibid.
10) Recommendation 4.10 0n Guidelines for the implementation of the wise use concept, Annex: Guidelines for
the Implementation of the Wise Use Concept, para. 3 (c).
ll) Ibid., para. 5 (c).


























Concept, para. I 1 (2).
13) Recommendation 6. 3 on Involving local and indigenous people, para. 9.
14) Ibid., para. ll.
15) The Ramsar Strategy Plan 1997-2002, Operational Objective 2. 7.
16) Recommendation 6. 3 0n Involving local and indigenous people, para. 13.
17) Resolution VII. 8 on local communities and indigenous people, Annex: Guidelines for establishing and
strengthening local communities'and indigenous people's participation in the management of wetlands.
18) Resolution VII 6 0n National Wetland Policies, Annex: Guidelines for developing and implementing National
Wetland Policies, para. 89.
19) Resolution VIII. 14 0n Management planning for wetlands, Annex: New Guidelines for management planning
for Ramsar sites and other wetlands, para. 29.





























21) Ibid., para, 102.
22) The Ramsar Strategy Plan 2003-2008, Operational Objective 6. 1.
23) Resolution VIII. 36 0n Participatory Environmental Management (PEM), Annex, para. 1.
24) Resolution VIII. 36 0n Participatory Environmental Management (PEM), para. 10.
25) Ibid., para. 17.
26) Resolution VIII. 19 on Cultural values of wetlands, para. 3.
27) Ibid., para. 7.






























29) Resolution VIII. 19 0n Cultural values of wetlands, Annex: Guiding principles for taking into account the iト
tural values of wetlands for the effective management of sites.
30) Ibid., para. 2.
31) Ibid.
























35) Recommendation 2. 1 on National Reports.
36)ラムサール条約は国際NGOが中心となって起草された。そうした事情から、国際NGOである国際自然保護連合
(IUCN)に条約事務局を委任する(8条)など、 NGOとの結びつきが深い。ラムサール条約の歴史については、
G. V. T. Matthews, The Ra押びαr Convention on Wetlan(お: Its的and Development (Ramsar Convention Bu-
reau, 1993)を参照。
37) Resolution VIII. 19 0n Cultural values of wetlands, para. 13.
38)例えば、北海道日高地方を流れる沙況川にある二風谷村落におけるダム建設のための土地収用に対して起こされた、
いわゆる「二風谷ダム事件判決」はアイヌ民族の先住性を認める一方、ダム建設については事情判決により容認し
た。なお、 「二風谷ダム事件判決」については、田中宏「二風谷ダム訴訟判決」 『国際人権j　8号(1997) 65-69頁、
常本照樹「先住民族と裁判一二風谷ダム判決の一考察」 『国際人権』 9号(1998) 51-55貢、岩沢雄司「二風谷ダム
判決の国際法上の意義」 『国際人権j　9号(1998) 56-59貢、苑原俊明「マイノリティである先住民族の権利一二風
谷ダム事件」 r平成10年度重要判例解説』 (1998) 273-275頁、中村英樹「少数民族の文化享有権一二風谷ダム事件判
決」 『法政研究』 64巻2号(1998) 833-846貢などを参照。
39)先住民と開発行為について、細川弘明「先住民族と資源開発・環境問題一少数者化、生態的ダンピング、そして「持





























『外国の立法』 32巻2 ・ 3号(1993) 2 -21貢、住吉良人「国際社会における先住民(indigenous populations)問題





的地位」 F法律論叢』 65巻6号(1993) 15-18貫を参照。
46)規約人権委員会が公表している自由権規約の個々の条文を解釈するためのガイドライン。
47) CCPR, General Comment 23, para. 3.2.




































































54) UN. Doc, E/CN.4/2001/85, p26.
55) PFIの概要に関しては、 UN. Doc, United Nations Guide for Indigenous Peoples Leaflet 6: The Permanent































56) UN. Doc, E/CN. 19/2002/3/Rev. 1, pl3.
57)脱, p13.
58) UN. Doc, E/C. 19/2003/22, pl7.
59) Ibid., p12.
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規約は149ヶ国が参加している(2003年8月現在)。しかし、自由権規約は、先住民の権利を
明文で規定するものではなく、正面から先住民の権利を保障する条約とはいえない。また、
集団ではなく個人の権利を保障するものであるから、その保障の内容には限界がある。一方、
ILO169号条約は、締約国数は17ヶ国にすぎず、国際的に見れば、ほとんどの国が非締約国で
あるから、先住民の権利を国際的に保障するには不充分である。さらに、宣言草案の採択の
見通しも不透明な状況である(2003年11月現在)ことを考えると、先住民の文化的権利を保
障する役割を人権条約のみに求めることは、限界があるといえる。
3.ラムサール条約の影響
先に見たように、ラムサール条約は、保全の対象を湿地に関する先住民の文化にまで広げ
ている.そこで、ラムサール条約による先住民の文化の保全が、人権条約による先住民の文
化的権利の保障にどのような影響を与えるかについて考察する。
3.1.先住民の権利獲得の先駆的役割
ラムサール条約における先住民の文化の保全は、先住権60)を含む先住民の権利保障を拡大
するための先駆的役割を果たすことができる。各国は、特に先住権の容認が国内における分
離独立につながることを警戒していることから、先住民の権利の取り扱いには慎重である。
また、分離独立につながらない場合でも、先住民を特別に配慮した政策が市民の間に反感を
生じさせる恐れがある。したがって、先住民の権利に対する理解が進展していない国で先住
民の権利を保障するには、まず、国内における先住民に対する関心を喚起し、彼らに対する
理解を漸進的に進める必要がある。そのために、公共の理解をえやすい環境保全を緩衝とし
て先住民政策を進めることは有効な方法といえる。そして、ラムサール条約における先住民
の文化の保全も、この役割を果たしうると考える。すなわち、湿地政策.において先住民の文
化を保全することは、先住民に無関心な締約国内に先住民の権利を保障する契機を生み出す
ことができる。
3.2.参加制度のモデルケース
ラムサール条約のガイドラインは、先住民の文化的権利を保障するための指針として利用
できる。また、これを用いた先住民の文化の保全は、先佳民の参加による権利保障のモデル
ケースとしても機能しうる。すなわち、ラムサール条約は、湿地管理に先住民が参加するた
60)国際法上、先住権についての明確な定義はない。本稿では、土地・資源に対する権利、文化的権利及び自決権など
の複合的な権利と考える。
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めの具体的なガイドラインを明らかにしている。一方、人権条約は、先住民の参加による文
化的権利の保障を規定しながら、その具体的な方法を明らかにしていない。そこで、締約国
が、ラムサール条約のガイドラインを利用し、先住民の参加により彼らの文化を保全する経
験を積むことは、文化的権利の保障のみならず、先住民が意思決定過程に参加するための一
般的な制度を構築することに役立ちうるO　このように、ラムサール条約のガイドラインは、
先住民の参加制度の実現にも貢献できるものである。
3.3.人権条約非締約国への緩やかな圧力
ラムサール条約が先住民の文化を保全することは、人権条約の非締約国に対して、先住民
の文化的権利を尊重しこれを保障するように、一定の圧力を加えることができる。ラムサー
ル条約及び人権条約が対象とする先住民の文化の内容は、その多くが重複している。また、
ラムサール条約の締約国は138ヶ国にのぼり、 ILO169号条約の非締約国も多く加盟してい
る。その上、ラムサール条約は先に見たように締約国を一定程度拘束する機能がある。そこ
で、ラムサール条約に加盟している人権条約の非締約国は、先住民の文化の保全に配慮せざ
るをえないo　したがって、一ラムサール条約が先住民の文化の保全を締約国に要請することは、
湿地管理を通じて、人権条約の非締約国における先住民の文化的権利を強化しうる機能を有
しているといえる。ただし、ラムサール条約はあくまで湿地の保全を目的とする条約である。
そのため、この保全内容が人権の分野と必要以上に重複すると、返って締約国の反発を招き、
環境条約の存在自体を危うくすることになりかねない。したがって、ラムサール条約の役割
は、人権条約における先住民の文化的権利の保障を、あくまで補完する役割を担うものとし
てとらえることが妥当である。
4.日本におけるアイヌ文化の保全
これまで見てきたように、ラムサール条約は先住民の権利を獲得する契機として機能し、
先住民の意思決定過程への参加を実現するためのモデルケースとなる。また、先住民の文化
的権利の保障を補完するものとして有効である。この点、日本国内には現在、北海道を中心
にアイヌ民族が存在し、北海道の河川、湖沼そして湿原などで漁猟を行うなど湿地を利用し
ながら生活を続けてきた文化を有する61)一方、日本はラムサール条約と自由権規約に加盟
しながら、 ILO169号条約には加盟していない。そこで、国内におけるアイヌ民族の文化政策
と湿地政策の現状について検証し、ラムサール条約と自由権規約の趣旨を活かしたアイヌ文
61)アイヌ民族の伝統的文化については、田端宏・桑原直人監修『アイヌ民族の歴史と文化j山川出版社(2000) 97-112
貫を参照。また、アイヌ民族の環境観については、大塚和義『アイヌー海浜と水辺の民1改訂新版、新宿書房(1998)
170-180貢が詳しい。
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化に対する政策について提案する。
4.1.アイヌ文化振興法
現在、日本国内では、行政と司法が、アイヌ民族に対して異なる判断を示している。政府
は1991年に自由権規約人権委貞会に提出した「第3回政府報告書」で、アイヌ民族を自由権
規約27条の少数者としながらも、アイヌ民族を先住民としては認めていない0 -方、司法の
場では1993年に札幌地方裁判所がアイヌ民族を先住民と認め、自由権規約27条の文化的権利
を認める判決を下している(二風谷ダム事件判決)0
こうした状況の中で、アイヌ民族に関する政策として、 1997年に「北海道旧土人保護法」
が改正され、「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する
法律」 (以下、アイヌ文化振興法)が成立した62)oアイヌ文化振興法は、アイヌ文化の振興等
を推進することにより、アイヌ民族としての誇りが尊重される社会の実現を図り、あわせて
日本の多様な文化の発展に寄与することを目的としている。同法は、あくまでアイヌ文化の
みを保護の対象にしており、アイヌ民族の先住民としての権利を保障するものではない。わ
ずかに付帯決議でアイヌ民族の「先住性」を歴史的事実として認めるのみである63)
さらに、アイヌ文化振興法では、国土交通大臣及び文部科学大臣がアイヌ文化の振興等を
図るための施策に関する基本方針を定める(5条1項)。そして、その基本指針に即して関係
都道府県は基本計画を策定し(6条1項)、アイヌ文化の振興等を目的として設立された指定
法人64'が文化振興事業を行う( 7条)oしかし、この過程で国土交通大臣及び文部科学大臣が
基本方針につき協議する相手は関係行政機関の長及び関係都道府県であり( 5条3項)、アイ
ヌ民族はその対象ではないoこのように同法におけるアイヌ文化の保全手続はアイヌ民族が
文化政策の意思決定過程に参加する場面を考慮していない。
以上の事実を考えると、アイヌ文化振興法の内容は、自由権規約27条の求める内容を実施
するには不充分であるoそこで、 27条の内容を実施するためには、同法を改正してアイヌ民
族が文化政策の意思決定過程へ参加する手続を整備する必要がある。そして、これに加えて、
ラムサール条約に対応する国内法の実施により、アイヌ文化振興法の不充分な点を補完する
ことも、アイヌ文化の振興にとって有効である。
62)アイヌ文化振興法の制定経緯については、常本照樹「アイヌ新法の意義と先住民族の権利」隠律時制69巻9号
(1997) 2-4頁を参照。
63)付帯決議は「アイヌの人々の「先住性」は、歴史的事実であり、この事実も含め、アイヌの伝統に関する知識の普
及及び啓発の推進に努めること。」としている。
64)現在この指定法人には、財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構が指定されている
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4.2.生物多様性国家戦略
ラムサール条約に対応する国内の制度65)としては、生物多様性国家戦略66)以下、国家戦
略)が重要である。国家戦略は、生物多様性維持のために湿地の保全を指摘していることか
ら、ラムサール条約の国内実施と直接関係する政策指針である。そこで、国家戦略における
湿地の文化的要素と関係者の意思決定過程への参加の取り扱いについて検討する。
国家戦略は、生物多様性を「豊かな文化の根源」としてとらえている(第2部1章4)。そ
して、日本における地域の生物多様性とそれに根差した文化の多様性を、歴史的時間の中で
育まれてきた地域固有の資産であると位置づけている。さらに、施策展開の基本的視点とし
て「情報公開・参加・合意形成」をあげ、積極的な情報公開によって、国民、企業、民間団
体そして研究者等の多様な主体の幅広い参加を促していくことを重視している(第3部1章
2節3(2)),また、 「連携・共同」も基本的視点としており、政府に加え、地方公共団体、国
民、企業、民間団体、専門家等の多様な主体間のより一層緊密な連携の仕組みを設けていく
ことを不可欠の要素と考えている(第3部1章2節4)0
国家戦略が、生物多様性と文化的多様性との関係に着目し、両者の関係を地域固有の資産
ととらえている点、及び、多様な主体の参加と連携の仕組みを設けることを強調している点
は、ラムサール条約の趣旨に沿うものであるから評価できる。しかし、地域住民の参加を具
体的にどのような形で実現するのかについては明らかにしていない。そして、国家戦略全体
を通じて、アイヌ文化に対する着目はない。この点、国内では、北海道を中心にアイヌ民族
が存在しており、日本政府もすでにその存在を認めている。したがって、国家戦略において
も、アイヌ文化と生物多様性に着目した規定を設けることは難しいことではなO。さらに、
ラムサール条約はすでに湿地における先住民の文化を重視しているのだから、国家戦略も条
約の趣旨に沿ってアイヌ文化を配慮することが妥当である。
以上のことから、今後の国家戦略は、多様な主体の参加を実現する制度を具体化するとと
もに、アイヌ文化と生物多様性の関係についても着目する必要がある。そして、こうした取
り組みは、やがて国内におけるアイヌ民族への注目を高め、その権利保障を強化する契機と
なりうると考える。
4.3.北海道の対応
北海道によるアイヌ民族の文化に関する政策は、アイヌ文化振興法を受け平成11年に策定
65)ラムサール条約の国内実施に対応する法律には、鳥獣保護狩猟法、自然公園法、自然環境保全法などがある0
66)生物多様性国家戦略は、政府の「地球環境保全に関する関係閣僚会議」が、平成7年10月に決定した。これは、国
内における生物多様性の保全と持続可能な利用に関する基本方針と国のとるべき施策の方向を定めたものである。
生物多様性国家戦略は、施策の実施状況について毎年点検を行い、概ね5年程度を目途に見直しを行っている。現
在の国家戦略は、見直しの結果、平成14年3月に決定した新しい生物多様性国家戦略である。
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した「アイヌ文化の振興等を図るための施策に関する基本計画」67)以下、基本計画)である。
基本計画は、学識経験者及びアイヌ関係者やゝらなる基本計画検討委貞会が中心となって策定
したo施策の基本的方向は、 ①アイヌ文化の保存・伝承、 ②アイヌ文化の振興、である。具
体的には、 ①に関して、アイヌ文化の調査研究などの充実、伝承活動の支援をあげ、 ②に関
して、体験学習機会の確保、文化振興団体への支援、伝統的生活空間の再生、アイヌ語に由
来する地名の普及をあげている。そして、これらの政策を実施する際には、アイヌ民族に対
する配慮及び国や関係機関と連携し、アイヌ民族の意見や自発的意思と民族としての誇りを
尊重するとしている。
一方、北海道は、道内の湿地政策の指針として、平成6年に「湿原保全マスタープラン」
(以下、マスタープラン)を策定した。計画策定の前年には釧路市でラムサール条約第5回
締約国会議が開催されており、マスタープランもその影響を受けているoすなわち、湿原保
全の考え方として、ワイズユースを念頭においた湿原の利用をあげている68)そして、具体
的な湿原保全プランは、国や地方公共団体からなる協議機関を設置するとともに、関係機関
等の協力をえながら、道が策定することを基本としている。また、湿原保全に関する普及啓
発を推進するとともに、住民の自発的な湿原の保全活動を支援することを明記する69)
北海道はアイヌ民族をもっとも多く擁する地方公共団体であり、また、 6ヶ所のラムサー
ル条約登録湿地を有している。したがって、従来からアイヌ民族及び湿地保全に関する政策
を多数策定してきた。しかし、もっとも根本的な計画である基本計画とマスタープランを見
ても、アイヌ文化と湿地保全は関連しておらず、それぞれ独立した内容の計画である。また、
基本計画とマスタープランとも、策定主体は道であり、その協議の対象は国や関係機関であ
るoしたがって、アイヌ文化及び湿地管理に関する意思決定過程にアイヌ民族が直接参加す
る機会はないoそこで、今後はアイヌ文化と湿地保全とを関連付けたアイヌ文化政策及び湿
地政策を策定し、特にアイヌ民族がいずれの政策の意思決定過程へも参加できる制度を整備
する必要がある。
4.4.今後の展望
日本は1980年にラムサール条約へ加盟して以降、現在、国内に13ヶ所の登録湿地を有す
る70)そして、国及び地方公共団体は、これまでワイズユースの内容にしたがって国内の湿
地保全政策を進めてきた。しかし、先に見たように、これらの政策をアイヌ文化との関係で
67)北海道環境生活部総務課アイヌ施策推進室『アイヌ文化の振興等を図るための施策に関する計剛北海道(1999)
23貢。
68)北海道環境生活部環境室自然環境課『湿原保全マスタープラン』北海追(1994) 8貢。
69)前掲書、 11頁。
70)登録湿地には、釧路湿原、厚岸湖・別寒辺牛湿原、霧多布湿原、クッチャロ湖、ウトナイ湖、伊豆招・内乱佐臥
谷津干潟、片野鴨池、琵琶湖、漫湖、藤前干潟、宮島沼の13ヶ所がある
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見ると、国及び地方公共団体のいずれのレベルでも、相互の関係を観察することはできない。
しかし、日本はラムサール条約及び自由権規約の締約国として、さらに条約の趣旨に沿っ
た国内政策を実施しなければならない。そこで、今後の国内の湿地政策には、アイヌ文化の
視点を取り入れた保全指針を導入することが、先住民の文化の保全を重視するラムサール条
約の趣旨にかなうものといえる。また、こうした政策が実現すれば、湿地の保全を通じて国
内におけるアイヌ文化に対する認識と理解を高めることができる。そして、これを契機に、
アイヌ民族の地位向上に向けた社会環境作りを推進し、文化的権利を含めたアイヌ民族の人
権保障を強化することが、ラムサール条約及び自由権規約の締約国である日本の責務であるo
